
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

消費者行政決算総額 985,302

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

285,135

700,167

386,003

10,704

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

304,955 386,003

5,941

27,238 39,046

0

合計

16,251（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 11,808

（９）商品テスト強化事業 10,704

5,309 5,309

18,028 14,437 32,465

6,452 9,660

37,8208,655

（３）消費生活相談員養成事業

都道府県 市町村 合計

2,861 64,035 66,896

22,737 22,737（２）消費生活相談スタートアップ事業

事業名

（１）消費生活センター機能強化事業

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0

46,475

3,208

（７）食品表示・安全機能強化事業

（８）消費者教育・啓発活性化事業 20,237 110,282 130,519

22,192

81,048

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

39%

都道府県決算

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人

人

人

人

人 千円

人 千円

人日

人

人日

人日

人

人日

自治体参加型

法人募集型

人人

管内全体の研修参加・受入（実績）実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

事業実施自治体

県

管内市町村

県 5 11,808

管内市町村

県 -

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

対象人員数
（報酬引上げ）

5

20

追加的総業務量（総時間）

管内市町村 20

対象人員数計 追加的総費用

27,238

-

赤平市、札幌市、江別市、当別町、ニセコ町、岩内町、室蘭市、伊達市、函館市、留萌市、帯広市、音更町、
中標津町

事業実施自治体

人時間／年

人時間／年20,820

7,598



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

相談対応ﾏﾆｭｱﾙDVDの作成、相談員及び専門家による市町村派遣支援、広域相談体制
推進のための市町村派遣

16,803 16,192 16,192

81,048

16,803

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

81,048

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

59

86,556

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

ＪＡＳ法に関するｾﾐﾅｰ開催446 446 59

3,840

事業（実績）の概要

国民生活ｾﾝﾀｰ等で実施される研修への道センターの相談員を派遣（４５名）

相談窓口に専門家（ファイナンシャルプランナー、弁護士、臨床心理士）を配置した実地
研修を実施

商品テスト室の道センターへの統合（改修工事の設計）

全道研修（４回）、地方研修（１４回）を開催6,649

3,840

6,244

2,567

3,208 3,208

6,649

2,411 2,411

6,244

2,861 2,861

食品表示等のセミナーの開催、食品テストの実地研修、食品に関する普及啓発事業実施20,618 20,618 18,02818,028

消費者研修会の開催、情報提供、学校訪問講座、啓発資材の購入、専門家育成

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

消費者庁創設に伴い増大する相談業務等に対応する相談員を配置（５名）
市町村の相談受付義務化支援に３名、道の相談件数増対応に２名

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

11,808

86,556

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

2,567

22,444

事業計画

13,189 13,189 11,808

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

事業の実績

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

22,444 20,237 20,237



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

食品関係事業者の食品表示に関する意識の向上が図られ
た。

人日

人

人日

人

人

事業計画

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 講師旅費、会場借料、資料代　等

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 講師謝金、講師旅費、DVD作成委託費、資料代　等
市町村の消費生活相談体制の強化や、広域相談体制の促進
のための支援による市町村の機能強化等が図られた。

研修参加・受入要望

⑧食品表示・安全機能強化事業

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

②消費生活センター機能強化事業（拡充） 相談啓発部門と商品テスト部門の一体化による機能強化

事業強化・機能強化の成果

参加者数

自治体参加型

参加希望者数

年間研修総日数

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

人日

法人募集型

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

人実地研修受入希望人数 実地研修受入人数

①消費生活センター機能強化事業（増設）

年間研修総日数 人日

市町村への研修参加促進や事業効果の検証、増加した相談
の受付あっせん等により、道内の相談体制の強化が図られ
た。

研修参加・受入

年間研修総日数

年間研修総日数

実績

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

非常勤報酬、共済費等

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

対象経費（実績）

設計委託料

講師謝金、講師旅費、会場借料、会議資料代

事業名

国民生活センター等の研修への、道センター相談員等の参加
により資質向上が図られ、相談体制の強化が図られた。

専門家による実地研修による相談員の資質向上により、市町
村支援等にあっての専門的な支援体制の整備が図られた。

食品テストに関する対応能力の強化、一般消費者等を対象に
したセミナーや消費者啓発事業により啓発の強化を図った。

講師謝金、講師旅費、パンフレット作成･配付費、教育研修会開催費等
正しい知識の普及や、高齢者・若年者等を対象にした消費者
ｾﾐﾅｰの開催等により消費者教育の強化が図られた。

実施形態

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

苦情処理の根拠となる法令や商品、社会情勢等の研修による
資質向上により、市町村の相談体制の強化が図られた。

参加旅費、資料代

講師謝金

講師謝金、講師旅費、会場借料、会議資料代等



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

4,310

6,464

2,638 2,638

7,682

2,973

7,682

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

ニセコ町

富良野市

2,799

3,382

4,310

38,885

15,630 22,81615,539

64,035

札幌市、千歳市、恵庭市、北広島市、苫小牧市、旭川市、北見市

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

2,565

22,737

40,234

2,565

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費計

事業経費

深川市、札幌市、江別市、苫小牧市、名寄市、遠軽町、上士幌町、釧路市

美唄市、芦別市、赤平市、三笠市、滝川市、砂川市、歌志内市、深川市、上砂川町、長
沼町、栗山町、新十津川町、秩父別町、北竜町、沼田町、札幌市、江別市、千歳市、恵
庭市、石狩市、当別町、小樽市、寿都町、ニセコ町、真狩村、喜茂別町、京極町、岩内
町、神恵内村、仁木町、赤井川村、室蘭市、苫小牧市、登別市、伊達市、豊浦町、壮瞥
町、白老町、安平町、むかわ町、日高町、平取町、新冠町、様似町、えりも町、新ひだ
か町、函館市、北斗市、松前町、福島町、知内町、木古内町、七飯町、鹿部町、森町、
八雲町、長万部町、江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、奥尻町、今金町、せたな
町、旭川市、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、剣淵町、下川町、美深町、留萌市、
増毛町、小平町、苫前町、羽幌町、初山別村、遠別町、天塩町、稚内市、猿払村、浜頓
別町、枝幸町、利尻町、利尻富士町、幌延町、北見市、網走市、紋別市、美幌町、斜里
町、清里町、小清水町、訓子府町、置戸町、佐呂間町、遠軽町、湧別町、滝上町、興部
町、西興部村、雄武町、大空町、帯広市、音更町、士幌町、上士幌町、鹿追町、新得
町、清水町、芽室町、中札内村、更別村、大樹町、広尾町、幕別町、池田町、豊頃町、
本別町、足寄町、陸別町、浦幌町、釧路市、釧路町、厚岸町、浜中町、標茶町、弟子屈
町、鶴居村、白糠町、根室市、別海町、中標津町、標津町、羅臼町

76,502 72,006 64,046

2,744

2,799

35,021

6,452

2,744

35,073

実施市町村

岩見沢市、赤平市、滝川市、深川市、上砂川町、札幌市、千歳市、恵庭市　小樽市　苫
小牧市、登別市、浦河町、函館市、旭川市、士別市、留萌市、北見市、紋別市、美幌
町、帯広市、音更町、清水町、芽室町、幕別町、釧路市、根室市

三笠市、砂川市、南幌町、奈井江町、長沼町、栗山町、浦臼町、妹背牛町、秩父別町、
雨竜町、沼田町、石狩市、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、京極町、倶知安町、岩内町、
神恵内村、仁木町、伊達市、様似町、新ひだか町、七飯町、鹿部町、森町、長万部町、
江差町、剣淵町、小平町、稚内市、豊富町、礼文町、幌延町、上士幌町、鹿追町、新得
町、中札内村、更別村、大樹町、広尾町、池田町、豊頃町、本別町、足寄町、浦幌町、
釧路町、白糠町



4,6425,410

1,299

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

327,754

10,569

24,861

10,569

5,410

336,640

苫小牧市、福島町、乙部町、稚内市、幌延町、斜里町、訓子府町、置戸町、遠軽町、滝
上町、帯広市、音更町、清水町、芽室町

深川市、札幌市、江別市、恵庭市、小樽市、苫小牧市、登別市、紋別市、清水町

芦別市、赤平市、三笠市、滝川市、砂川市、歌志内市、深川市、南幌町、奈井江町、上
砂川町、由仁町、長沼町、栗山町、月形町、浦臼町、妹背牛町、秩父別町、北竜町、札
幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村、小樽市、島牧
村、寿都町、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、留寿都村、喜茂別町、京極町、倶知安町、
共和町、岩内町、仁木町、余市町、赤井川村、苫小牧市、登別市、伊達市、豊浦町、壮
瞥町、白老町、厚真町、洞爺湖町、安平町、むかわ町、日高町、平取町、新冠町、様似
町、えりも町、新ひだか町、函館市、北斗市、松前町、福島町、知内町、木古内町、七
飯町、鹿部町、森町、八雲町、長万部町、江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、奥尻
町、今金町、せたな町、旭川市、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、東神楽町、当麻
町、東川町、剣淵町、下川町、美深町、留萌市、増毛町、小平町、苫前町、初山別村、
遠別町、天塩町、稚内市、猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、礼文町、利尻町、利
尻富士町、幌延町、北見市、網走市、紋別市、美幌町、津別町、斜里町、清里町、小清
水町、訓子府町、置戸町、佐呂間町、遠軽町、湧別町、滝上町、興部町、雄武町、大空
町、帯広市、音更町、士幌町、上士幌町、鹿追町、新得町、清水町、中札内村、更別
村、広尾町、幕別町、豊頃町、本別町、足寄町、陸別町、浦幌町、釧路市、釧路町、厚
岸町、浜中町、標茶町、弟子屈町、鶴居村、白糠町、根室市、別海町、中標津町、標津
町、羅臼町

10,704

1,948 1,948

304,955

10,704

27,775 27,238

305,914

1,299

120,996

26,922

4,642

江別市

110,282110,550120,516

14,43720,417 20,417 14,437

札幌市、苫小牧市、北見市、帯広市

赤平市、札幌市、江別市、当別町、ニセコ町、岩内町、室蘭市、伊達市、函館市、留萌
市、帯広市、音更町、中標津町



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

講師の地域派遣、弁護士や建築士による相談会の開催　等

うち管内の市町村の基金計

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

相談室改修、事務用機器設置　等

専門知識向上のための研修開催　等

弁護士・一級建築士を窓口にを配置、専門分野別研修の開催　等

386,003

81,048

304,955

交付金相当分

うち都道府県 千円

0積増し相当分 千円

千円

千円

うち都道府県の基金

地域見守り員との連携会議の開催、地域ネットワークの創設　等

千円うち管内の市町村合計

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

事業名

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

食品表示に関する相談員研修、市民への啓発　等

事務用備品、巡回相談用車両　等

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業・機能強化の成果の概要

相談室事務機器購入、参考図書購入、相談室改修　等

⑬消費者教育・啓発活性化事業 出前講座の開催、消費者教育強化、講習会の開催　等

相談室事務機器・商品テスト機器購入、参考資料購入、相談室改修　等

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談員の外部研修への派遣　等

常勤職員に係る時間外手当、非常勤職員報酬、社会保険料　等

商品テスト員研修支援、商品テスト専門家の配置　等



11．消費者行政決算

11－2．消費者行政決算②

①都道府県の消費者行政決算

チェック項目

-

28.4%

1,493 1,303うち基金（交付金相当分）取崩対象の定数内職員の時間外勤務手当

599,299

-うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

③都道府県全体の消費者行政決算総額

▲ 1,865 -

985,302 千円

千円

千円 43.6%

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

％

⑤消費者行政予算総額に占める（交付金相当分）取崩額割合 39

28

1,493 千円

人

331,982 285,135

700,167

▲ 16,804

77,229

0

220,891

622,938

千円

千円 -

-

-

-

-

39.2%

-

-

111,091 81,048

225,861 304,955

千円

千円

0

336,952 386,003

うち管内市町村

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

954,920

617,968

②定数内の消費者行政担当者数（平成　　年度末時点） 0

うち管内市町村

うち都道府県

千円

千円

千円

395,212

1,303

平成22年度

千円

千円

千円

千円

千円

平成21年度

千円

うち都道府県

うち管内市町村 395,212

うち管内市町村 44

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 0

人

千円

千円千円

30,382

-千円

千円

千円

204,087

千円

▲ 18,669

千円

前年度差

千円

千円

千円

▲ 46,847

-

-

-

-

うち都道府県 204,087

397,077

うち基金（交付金相当分）取崩対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の定数内職員の時間外勤務手当

千円

④③を含めた基金（交付金相当分）取崩対象外経費 599,299

うち都道府県

千円

千円

うち管内市町村

うち都道府県

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 0

人

％

％

千円

千円

千円

人

千円

千円

人

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円



12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

14．平成２２年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員総数 14

うち定数内の相談員

386,003

585,653

具体的内容

消費生活相談員の配置

1,050,000

3,403

うち委託等の相談員

平成21年度末

平成21年度末

相談員総数

処遇改善の取組

①報酬の向上

人14人 22年度末実績 相談員総数

人

22年度末実績 相談員総数

相談員総数

人人

相談員総数人

人 22年度末実績

人

平成21年度末 相談員総数

平成22年度末の基金残高（積増し相当分）

22年度末実績

うち定数外の相談員

968,253

1414相談員総数

平成22年度の基金取崩し額（積増し相当分）

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

平成22年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成22年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成22年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

千円

千円

0

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

研修参加旅費を支援

④その他

○ 商品テスト部門の相談部門等との統合による執務環境の改善

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

平成22年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成21年度末

千円

千円

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円



15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成２２年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

うち委託等の相談員

うち定数外の相談員 平成21年度末 相談員総数 34

平成21年度末

相談員総数

相談員総数 156

人

人 22年度末実績

人人 22年度末実績 相談員総数

人

152

22年度末実績 6

相談員総数 40

22年度末実績 198相談員総数

人うち定数内の相談員 平成21年度末 相談員総数 2

平成21年度末 相談員総数 192消費生活相談員の配置

④その他 ○ ○ 相談員育成のため、消費関係の講習会に参加を希望する町民に助成金を支給～倶知安町

③就労環境の向上 ○

○ 相談室・窓口の改修～札幌市、登別市、函館市、帯広市、芽室町、奈井江町、伊達市、中札内村、大樹町、池田町
○ 事務用機器（パソコン等）の整備
深川市、札幌市、千歳市、恵庭市、小樽市、苫小牧市、登別市、浦河町、旭川市、士別市、留萌市、北見市、紋別市、美幌町、帯広市、音更町、清水町、芽
室町、釧路市、根室市、長沼町、栗山町、妹背牛町、秩父別町、倶知安町、伊達市、新ひだか町、鹿部町、森町、礼文町、上士幌町、大樹町、池田町、豊頃
町、本別町、白糠町

②研修参加支援 ○

○ 報酬手当の増額～音更町（日額：5,526→8,000円）

○ 研修旅費の支援
美唄市、赤平市、滝川市、深川市、栗山町、札幌市、江別市、小樽市、ニセコ町、岩内町、室蘭市、苫小牧市、登別市、新ひだか町、函館市、八雲町、旭川
市、士別市、稚内市、北見市、美幌町、斜里町、遠軽町、帯広市、音更町、上士幌町、新得町、清水町、大樹町、浦幌町、釧路市、浜中町、標茶町、弟子屈
町、根室市、中標津町等

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上 ○

人


